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  決算取締役会開催日  平成１７年１０月２７日 
  米国会計基準採用の有無   無 
 
  １．１７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
  （１）連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

     百万円 
２３５，１４０ 
２０７，２３１ 

％
１３．５ 
１７．６ 

百万円
１６，１９１
１０，８４３

％
４９．３ 
９７．３ 

百万円
１７，２９７ 
１１，２３７ 

％
５３．９ 

１２４．０ 

１７年３月期 ４２９，１０５  ２１，４５６  ２２，６３０  
 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

百万円 
  ９，６２６ 
  ５，６３７ 

     ％
７０．７ 

３４０．３ 

円
２２
１２

銭
１８ 
９９ 

円
 
 

銭
 
 

１７年３月期  １１，３８５  ２５ ７０   

  （注）①持分法投資損益 17年9月中間期 1,092百万円 16年9月中間期 1,050百万円 17年3月期 2,389百万円 
     ②期中平均株式数（連結）17年9月中間期 434,084,036株 16年9月中間期 434,171,469株 17年3月期 434,152,539株 
     ③会計処理の方法の変更    有 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  （２）連結財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

百万円 
４５８，０５４ 
４３２，２２６ 

百万円
１５５，９３８ 
１３８，３４５ 

％ 
３４．０ 
３２．０ 

円  銭
３５９  ２５ 
３１８  ６５ 

１７年３月期 ４３６，３３５ １４４，２６７ ３３．１ ３３１  ８１ 

  （注）期末発行済株式数（連結）17年9月中間期434,061,653株 16年9月中間期434,158,934株 17年3月期434,103,738株 
  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１７年９月中間期 
１６年９月中間期 

百万円 
２，８２０ 
５，４１４ 

百万円
△  ８，７６９ 
△  ４，６５９ 

百万円 
３，９４９ 

△  ９，７８３ 

百万円
１４，２６５ 
１５，５２８ 

１７年３月期 ２３，３８２ △ １１，３０３ △ ２０，４３８ １６，１３４ 

  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ３２社    持分法適用非連結子会社数 － 社    持分法適用関連会社数 ８社 
  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規）  － 社    （除外）  － 社    持分法（新規）  － 社   （除外）  － 社 
 
  ２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通   期 

百万円
４８０，０００ 

百万円
３８，０００ 

百万円
２１，０００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４８円３８銭 
   上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によ 
   っては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 
   ７ページをご参照下さい。 

http://www.daido.co.jp/
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１．企業集団の状況 
 
       当社グループは、特殊鋼鋼材をベースとした幅広い事業展開を行っております。 
       下記に連結４０社のセグメント別関係図を示します。（２００５年９月末現在） 
 

                             顧           客 
 
  [事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ]                 [国  内]                [海  外] 
   

(*1)大同興業㈱   大同ｱﾐｽﾀｰ㈱ 
下村特殊精工㈱   大同ｽﾃﾝﾚｽ㈱ 
大同ﾏﾃｯｸｽ㈱     大同資材ｻｰﾋﾞｽ㈱ 
大同原料ｻｰﾋﾞｽ㈱   大同ﾃｸﾆｶ㈱ 
(*2)日本精線㈱   (*2)東北特殊鋼㈱ 
(*2)理研製鋼㈱   (*2)王子製鉄㈱ 
(*2)丸太運輸㈱   (*2)桜井興産㈱   
(*2)泉電気工業㈱  (*2)川一産業㈱   

DAIDO PDM(THAILAND) CO.,LTD. 
天文大同特殊鋼股份有限公司 
DAIDO AMISTAR(M) SDN.BHD. 
DAIDO AMISTAR(S) PTE LTD 
 
 
 

 

             
㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰ電子 
大同ｽﾍﾟｼｬﾙﾒﾀﾙ㈱ 
 
 
 
 
 

Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 

            
㈱大同ｷｬｽﾃｨﾝｸﾞｽ  ﾌｼﾞｵｰｾﾞｯｸｽ㈱    
日本鍛工㈱    東洋産業㈱ 
特殊発條興業㈱  大同ｽﾀｰﾃｸﾉ㈱ 
日星精工㈱    大同精密工業㈱ 
 
 
 

OHIO STAR FORGE CO. 

            
㈱大同機械製作所 
大同環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 
大同ﾌﾟﾗﾝﾄ工業㈱ 
 
 
 

 
 
 

― 

          
 
 

― 
 
 

 
 

― 

          
㈱大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ 
木曽駒高原観光開発㈱ 
㈱大同分析ﾘｻｰﾁ 
㈱ｽﾀｰｲﾝﾌｫﾃｯｸ 
 

Daido Steel(America)Inc. 
 
 

 

  
                  （注）*1：大同興業㈱は全事業セグメントに属しています。 

                       *2：持分法適用会社     ⇒ 製品・ｻｰﾋﾞｽの販売 
                                    → 製品･原材料･部品・ｻｰﾋﾞｽの供給 
      
        なお、上記のうち国内の証券市場に上場している会社と公開市場は以下のとおりであります。 
          フジオーゼックス（株）････東京証券取引所  
          日本精線（株）････････････東京･大阪証券取引所 
          東北特殊鋼（株）･･････････ジャスダック証券取引所 

 エ 
 レニ 
 クク 
 トス 
 ロ材 
  料 

 自産 
 動業 
 車機 
 部械 
 品部 
 ・品 

 エ 
 ン 
 ジ 
 ニリ 
 アン 
  グ 

流 
通 
・ 
サ 
｜ 
ビ 
ス 

 

 

大 

 

同 

 

特 

 

殊 

 

鋼 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 連結子会社   ３２社 
 持分法適用会社  ８社 
 非連結会社   ３６社 

 
特 
殊 
鋼 
鋼 
材 

 新 

 素 

 材 
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２．経営方針 
 
 
（１）経営の基本方針 
当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集

団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企業価値を高めることによって

株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる『前進する企業集団』を目指しております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社グループは、利益配分につきましては、安定した利益還元の継続を基本としておりますが、連結業績および

配当性向等も総合的に勘案して株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考えております。内部留保資金の使途

につきましては、有利子負債を削減し財務体質改善を図るとともに、企業価値の継続的な向上のための研究開発や

設備投資などに活用することを基本としております。 

 

（３）目標とする経営指標 
当社グループでは、０５年度を 終年度とする中期経営計画の中で、０５年度売上高 3,750 億円、経常利益 190

億円、ＲＯＡ 5％、有利子負債残高 1,100 億円を経営指標といたしました。売上高、経常利益、ＲＯＡにつきまし

ては、中期経営計画を前倒しで達成しており、当初計画を大幅に上回る見込みです。今後は、資本効率を重視した

運営を推進し、有利子負債の削減を図ってまいります。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 
当社グループは、高い技術力をもったグローバルサプライヤーとしての地位を盤石なものとするため、「量から

質への転換による収益基盤の再構築」を中期経営の基本方針として運営をしてまいりました。０５年度は、中期経

営計画の 終年度に当たり、自動車産業を中心としたさらなる需要拡大への対応や、原材料価格の高騰などの変化

を織り込み、以下の点を重点課題として掲げ、戦略性の高い事業の拡大を図ると同時に強固な収益基盤を築いてま

いります。 
 

①『Ｎｏ．１製品』への集中による量から質への転換 

当社グループは、卓越した技術力に裏付けされた競争力のある戦略商品群である『Ｎｏ．１製品』に経営

資源を集中させ、事業拡大を目指すとともに、製品ポートフォリオの改善を図っております。『Ｎｏ．１製

品』は、着実に売上げを拡大しておりますが、今後も積極的に当社独自の商品育成や、新製品開発に経営資

源を投入してまいります。 

 

②収益構造の改革 

収益面では、受注内容の改善や、人員のスリム化、合理化投資等によるコスト削減を積極的に進め、一定

の成果をあげております。しかし、昨年来の急激な原材料価格の高騰は収益の大きなリスク要因となってお

り、今後も製品価格の改善に努めるとともに、さらにコスト削減を推し進め、利益管理制度の見直しを行い、

収益体質の改善に努めてまいります。 

また、有利子負債につきましては、急激な生産量の拡大や原材料価格の高騰などの環境変化により中期経

営計画の水準には達しておりませんが、棚卸資産の圧縮や生産合理化に努めるとともに、より効率的な運営

が行えるよう改善を進めてまいります。 

 

③海外展開の拡充 

海外での生産活動は確実に拡大しており、当社グループは、これまでも北米、中国・東南アジア、欧州で

の生産あるいは販売拠点の構築や整備を行ってまいりました。現在、アジア地域を中心に当社グループの特

徴を活かし工具鋼（金型用鋼）分野や、磁石事業等の海外拠点の拡充を積極的に進めておりますが、今後は

高機能製品分野でも海外販売の強化に取り組んでまいります。 

 

④連結経営の革新 

「グループの企業価値 大化」を基本的な考え方に据え、関連各社の持つ機能によるグループ化を行い戦

略の明確化を行ってまいりました。また、キャッシュ・マネジメント・システムを導入しグループ資金の有

効活用、関連各社との人事交流促進なども進めてまいりました。今後も効率的なグループ運営や強化のため

に、再編や事業移管などを進めてまいります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社グループでは、コーポレート・ガバナンスを経営の 重要課題のひとつと認識し、経営の効率性・透明性

の確保および内部統制システムの充実に向けた取組みを行っております。 

 また、社会に貢献する企業としての責任を明確にするために、「危機管理・倫理法令順守委員会（以下、危倫

委員会という。）」を設置するとともに企業倫理憲章を制定しております。社会に開かれた企業としての基盤の

整備に努めてまいります。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

ａ 会社の機関の内容 

  当社は、監査役制度設置の経営体制を採用しております。社外監査役２名、社外取締役１名を選任し、そ

れぞれの立場から取締役の業務執行の監査および監視によるコーポレート･ガバナンスの充実を図っており

ます。 

 

ｂ 内部統制システムの整備の状況 

当社では、コンプライアンス、環境管理、安全管理、品質保証などの各統括部門が統制活動を行う一方、

内部監査部門は、それらの統制活動が、法遵守性を伴いながら、有効かつ効率的に機能しているかを、常時

モニタリングしております。さらに、各事業部門は「自主点検リスト」により、自らの業務の規則準拠性や

妥当性を定期的に確認しております。 

また、内部監査部門は、内部統制システムの充実をより確実なものにするために、監査役および監査法人

との連係を取りながら、監査および自主点検の結果を、随時経営マネジメントに報告しております。 

グループ全体の観点からは、当社内部監査部門がグループ各社に定期的に往査して、内部統制状況などを

確認する巡回監査を実施しているのに加え、連結子会社を対象にした「グループ監査研究会」を開催し、各

社間で監査事例の交換、各社の監査実施責任者の監査技術の研鑚などに努めております。 

 

ｃ リスク管理体制の整備の状況 

  当社では、コンプライアンス重視の経営を実践するとともに、当社グループにおいて近い将来予想される

リスクおよび潜在的リスクを排除、防止するための審議、ならびに、突発的危機発生による対外的影響を

小限にするための対応策の協議の場として、「危倫委員会」を設置しております。 

  また、コンプライアンス担当役員の選任を行うとともに、コンプライアンスに関する情報提供・相談窓口

として、コンプライアンス担当役員および社外の弁護士へのホットラインを設置しております。さらに、企

業倫理憲章および行動基準を制定し、全従業員とグループ各社への周知徹底を行うとともに、グループ会社

を含めた潜在的経営リスクの洗い直しと対応策の検討を実施しており、当社グループ全体としてのリスク管

理体制の一層の強化に努めております。 

  なお、本年４月１日から完全施行の「個人情報の保護に関する法律」への対応につきましては、全社体制

を整え、社内規程やマニュアルを作成のうえ、教育啓蒙活動を実施しております。 

 

ｄ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

ア．監査の組織 

  当社の内部監査および監査役監査の状況は次のとおりであります。 

区  分 組 織 名 人 員 監査の手続および相互連係 

内部監査 監 査 部 ４名 実地監査、子会社への巡回監査、監査役への報告と意見交

換、取締役への報告、監査法人との意見交換 

監査役監査 監査役会 ３名 主要会議への出席、往査、監査法人からの報告と意見交換 
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イ．会計監査の状況   

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は平野善得、瀧沢宏光の２名であり、監査法人トーマツに所

属しております。 

  また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士、会計士補等であります。 

 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社の社外取締役１名は、当社の大株主である会社の取締役であります。また、社外監査役２名のうち、１

名は当社の大株主である会社の相談役、１名は当社の大株主である会社の出身であります。 

 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの 近1年間における実施状況 

 この１年間、引き続き危倫委員会を定例的に開催しております。昨年10月には企業の社会的責任（ＣＳＲ）

の視点をより明確にし、一層の日常活動の質向上のため、「企業倫理憲章」を改正し、従業員への徹底を図っ

ております。またリスク対応として東海・東南海地震を想定した防災体制の整備に取り組んでおります。  

 一方、当社の監査役が子会社の監査役に就任し、連結監査体制の充実を図りました。 

また、 重要推進課題のひとつとして、四半期決算や各決算期の資本市場への早期かつ透明性の高い情報開

示を行いました。これからもさらに開かれた経営と経営のスピードアップを目指してまいります。 

 

                                    （２００５年９月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［業務執行・監視および内部統制の仕組み］ 

 

                               株主総会 

 

        選解任          選解任 

 
                
 

  監査役会       監査     取締役会 

    監査役  ３名           取締役 １８名 

   うち、社外監査役２名        うち、社外取締役１名 

                                  危機管理・倫理法令順守委員会

                         監視        代表取締役社長・副社長 

    会計監査                  コンプライアンス担当取締役

   監査法人              代表取締役会長・社長    担当常務取締役 

 （外部監査）            ・副社長           

                             

 

         相互連係            報告            社外弁護士 

                                        

監査部（内部監査） 

                                          ホットライン  

報告 

助言相互連係
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３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 
当中間期の日本経済は、昨年以降の停滞局面から持ち直し、個人消費、設備投資がともに内需を牽引、拡大させ

る一方、輸出は中国での在庫調整の影響で一時的に減速しましたが、全体的には緩やかながらも着実な拡大を続け

ました。 

特に自動車産業は昨年度に引き続き海外を中心に販売台数が増加しました。それに伴い当社グループでも自動車関

連事業を中心にフル生産を継続することになりました。また、エレクトロニクス関連の一部の製品を除き、その他の事業に

つきましても需要は底堅く推移し、高水準の生産が継続しました。 

一方、コスト面では、ニッケル、モリブデン、バナジウムなどの各種金属の高騰が続きましたが、コストダウン

や販売価格の改善、高収益品の拡販などに努めました。その結果、当中間期は、売上高2,351億40百万円、前年同

期比279億9百万円の増加、経常利益172億97百万円、前年同期比60億60百万円の増加で、増収増益となりまし

た。 

また、特別損益につきましては固定資産の減損損失、特別退職金等の特別損失を計上し、中間純利益は 96 億 26

百万円となりました。 

なお、中間配当金につきましては１株につき3円とさせていただきます。 

 

セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。 

 

特殊鋼鋼材 

当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要先である日系自動車産業の生産水準は、国内販売の増加や、北米・アジ

ア地域等での生産販売増加によるＫＤセット輸出の大幅な伸張により、前年同期比3％の増加となりました。そ

の他の需要分野につきましても、民間設備投資の増加により好調を維持し、産業機械分野を中心に、特殊鋼鋼材

の需要環境は好調な状況が続きました。 

こうした環境下、当社の受注も大幅増となっており、フル稼働による生産を継続しております。また、引き続

き中期的にも自動車向けを中心にさらなる需要増が見込まれるため、上工程を中心に生産性向上を目指した増強

投資を実施しております。 

一方、原材料環境は鉄スクラップ価格は比較的安定して推移したものの、ニッケル他の合金鉄価格は高止まり

し、コストアップとなる非常に厳しい状態が続いております。このような状況を踏まえ、合金のエキストラ制の

導入など製品価格の改善に加えて、コスト削減に努めてまいりました。その結果、当中間期の特殊鋼鋼材の売上

高は1,318億12百万円、前年同期比17.1％の増加となりました。 

 

エレクトロニクス材料 

昨年後半以来のＩＴ関連分野の生産調整の継続によりＩＣリードフレーム用ニッケル合金の帯鋼製品は低迷

を余儀なくされました。磁石材料事業は、デジタルカメラ関連等の小型磁石が堅調に推移しましたが、ＦＡ関連

の低迷、ＯＡ、エアコン関連の在庫調整により前年同期比マイナスしました。また、薄膜電子材料は、コバルト

蒸着材の数量は伸びたものの価格が下落したことにより、前年同期比マイナスしました。その結果、当中間期の

エレクトロニクス材料の売上高は253億14百万円、前年同期比1.0％の減少となりました。 

 

自動車部品・産業機械部品 
自動車部品関連では、好調な自動車生産や、トラックおよびＲＶ車、商用車のディーゼル排気ガス規制の施行

に伴う需要もあり、型鍛造品や精密鍛造品等が堅調に推移しました。また欧州向けを中心にターボチャージャー

の需要も旺盛でそれに伴い精密鋳造品も販売増となりました。 

産業機械部品関連も堅調に推移しました。航空機需要の本格的回復に伴い当社が高いシェアを持つジェットエ

ンジン用シャフトはフル生産の状態となっております。また、船舶需要の拡大とともに船舶ディーゼルエンジン

用バルブや、中国での発電需要増からタービン関連素材の生産も堅調に推移しました。その結果、当中間期の売

上高は518億22百万円、前年同期比16.1％の増加となりました。 

 

エンジニアリング 

官需を中心とする環境設備製品につきましては、前年同期対比マイナスとなりました。しかし、民需を中心と

する工業炉製品につきましては、自動車関連を中心とした設備投資の拡大とともに、当社のベストセラー商品で

あるＳＴＣ炉や、ダイオキシン規制強化対応への大型集塵設備等が好調に推移しました。その結果、当中間期の

売上高は142億21百万円、前年同期比7.5％の増加となりました。 
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新素材 
チタン製品は、医療用途や、プラント用途の需要が旺盛で、市況はチタン合金を主体として引き続き堅調でし

たが、原材料の入手制約により受注制限せざるを得ませんでした。 

粉末製品は、自動車部品用の高機能素材を中心に好調に推移しました。その結果、当中間期の新素材の売上高

は48億61百万円、前年同期比35.0％の増加となりました。 

 

流通・サ－ビス 
全般として基調の変化はありませんが、子会社の建材部門で前年同期対比マイナスとなりました。その結果、

当中間期の流通・サービス全体の売上は、71億7百万円、前年同期比6.4％の減少となりました。 

 

（２）財政状態 

    当中間期の現金及び現金同等物は、前期末比18億69百万円減少し、142億65百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    税金等調整前中間純利益は大幅に増加しましたが、合金鉄高騰等による棚卸資産増加を主因とした運転資金の増加

により、営業活動による収入は前年同期比25億93百万円減少し、28億20百万円となりました。 

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     有形固定資産の取得増等により、投資活動による支出は前年同期比41億9百万円増加し、87億69百万円となりま

した。 

 

     以上を合計したフリーキャッシュ・フローは、59億48百万円の資金不足となりました。 
 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     フリーキャッシュ・フローの不足を現金及び現金同等物の圧縮と借入金による収入で充当したことにより、財務活

動による収入は39億49百万円となりました。 

 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

 平成16年3月期 平成16年9月

中間期 

平成17年3月期 平成17年9月

中間期 

自 己 資 本 比 率（％） 31.1 32.0 33.1 34.0 

時価ベースの自己資本比率（％） 23.2 28.7 40.8   69.2 

債 務 償 還 年 数（年） 17.5 15.6  6.8     29.3 

インタレスト･カバレッジ･レシオ  5.4  4.8 11.7      3.3 

  (注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

     ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

     ・株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）

により算出しております。 

     ・営業キャッシュ・フローは、中間連結(連結)キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利

子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、中間連結(連結)キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）通期の見通し 
０５年度の日本経済は、個人消費と設備投資、輸出の拡大が続き、景気は底堅く、自立的な回復軌道に入るもの

と思われます。米国経済の減速に伴う輸出の落ち込み、また個人消費の伸び悩みといった先行きに対する懸念材料

を背景とした企業の投資スタンスの慎重化など不安材料もありますが、国内要因による景気腰折れ要因は見出しに

くい状況にあります。特に自動車産業は引き続き海外での販売が好調を維持すると考えられ、旺盛な需要が見込ま

れます。 

したがいまして、特殊鋼鋼材につきましては、現在生産効率向上のための各種設備投資を行っておりますが、着

実に設備を立ち上げ、増産を実施していく予定です。また一方で、原材料や原油価格の高騰が継続する懸念もあり、

さらなるコストダウンや合理化を推進し収益の確保に努めてまいります。 

その他の事業につきましても需要環境は概ね堅調に推移すると思われますが、当社グループの今後のさらなる発

展のため、『Ｎｏ．１製品』を軸とした戦略商品群に対する強化を着実に推進し、収益構造の改善に努めてまいり

ます。現在は、高合金鋼、工具鋼等の高級特殊鋼や、ジェットエンジン用シャフト等の強化のための特殊溶解設備・

熱処理設備、ミッションやターボ等自動車関連部品の強化のための精密鍛造設備、粉末製造設備、精密鋳造設備等

を増強中です。海外でも、当中間期から中国・蘇州で電動用パワーステアリング用磁石の量産を開始しましたが、

華南地区でも当社グループによる工具鋼の販売体制を構築中です。 

また環境対応等の面から、自動車の軽量化、有害物質の削減等、当社グループに期待される技術水準は、ますま

す高くなっております。１０年後の社会ニーズを捉えるために「ネクスト１０研究室」を本年７月に立ち上げ、こ

れらの問題に対処していきます。今後とも各種 先端の技術を活用し積極的な技術開発を行い、高い技術力を持っ

たグローバルサプライヤーとして、社会に貢献する特徴ある商品の開発・提供に努めてまいります。 

なお、当期の配当につきましては、中間期１株につき3円、期末3円（通期6円）を予定しております。 

 

                                                         

（百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

平成１８年３月期 ４８０，０００ ３８，０００ ２１，０００ 

平成１７年３月期 ４２９，１０５ ２２，６３０ １１，３８５ 

 （注） 業績見通しにつきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生 

する状況の変化によっては異なる業績結果となることも予想されますので、投資等の判断材料とし 

て全面的に依拠されることは差し控えください。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

 

（１）セグメント別売上高 
                                                 （百万円） 

 

期 別 

 

 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 

 

当中間連結会計期間 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

 

前中間連結会計期間 

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

 

 

増   減 

 

前連結会計年度 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

特 殊 鋼 鋼 材 131,812 112,608 19,203 231,449 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料 25,314 25,578 △    264 50,740 

自動車部品・ 

産業機械部品 
51,822 44,624 7,198 93,002 

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 14,221 13,225 996 30,686 

新  素  材 4,861 3,600 1,261 8,166 

流通・ｻｰﾋﾞｽ 7,107 7,593 △    485 15,061 

計 235,140 207,231 27,909 429,105 
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   （２）中間連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

前中間連結会計期間

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

 

増   減 

前連結会計年度 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

売 上 高 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

そ の 他 

計 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

計 

２３５，１４０

１９４，７１２

２４，２３６

１６，１９１

６０７

１，０９２

１，０００

２，６９９

８５９

７３３

１，５９３

２０７，２３１

１７２，６６５

２３，７２２

１０，８４３

５３０

１，０５０

７０２

２，２８４

１，１３８

７５１

１，８８９

２７，９０９ 

２２，０４６ 

５１４ 

５，３４７ 

 

７７ 

４１ 

２９７ 

４１５ 

 

△   ２７９ 

△    １７ 

△   ２９６ 

４２９，１０５ 

３５９，９００ 

４７，７４９ 

２１，４５６ 

 

８９９ 

２，３８９ 

１，２３０ 

４，５２０ 

 

１，９９５ 

１，３５０ 

３，３４６ 

経 常 利 益 １７，２９７ １１，２３７ ６，０６０ ２２，６３０ 

特 別 利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

投資有価証券売却益 

補 助 金 収 入 

ゴルフ会員権売却益 

固 定 資 産 売 却 益 

そ の 他 

        計 

特 別 損 失 

減 損 損 失 

特 別 退 職 金 

そ の 他 

計 

２５

１９

１６

１３

５

８

８９

７８８

６０７

１１５

１，５１１

２１６

１９５

―

―

４４１

７

８６１

―

１，４４１

３４８

１，７８９

 

△   １９０ 

△   １７６ 

１６ 

１３ 

△   ４３６ 

０ 

△   ７７１ 

 

７８８ 

△   ８３３ 

△   ２３３ 

△   ２７７ 

 

２９４ 

４７７ 

― 

― 

４４７ 

２４０ 

１，４６０ 

 

― 

２，１５６ 

２，８９８ 

５，０５４ 

税金等調整前中間(当期)純利益 １５，８７５ １０，３０９ ５，５６６ １９，０３６ 

法人税、住民税及び事業税 ４，２２２ ２，６１５ １，６０７ ５，１６５ 

法 人 税 等 調 整 額 ９７０ ９５４ １５ ４８１ 

少 数 株 主 利 益 １，０５５ １，１００ △    ４５ ２，００４ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ９，６２６ ５，６３７ ３，９８８ １１，３８５ 
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 （３）中間連結貸借対照表 

                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成17年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   有 価 証 券 

   棚  卸  資  産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金  

 

 固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土        地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ    の    他 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

  貸 倒 引 当 金  

 

[ ４５８，０５４]

２２９，４００

１４，９８３

１１７，９３７

―

８８，８２２

４，６０９

４，０７８

△   １，０２９

２２８，６５４

( １５２，０４３)

４６，９５３

６６，７４６

３０，２２１

５，１０２

３，０１８

(     ８０７)

(  ７５，８０２)

６３，１５３

３９３

１，０９３

１１，９１５

△    ７５２

[  ４３６，３３５]

 ２１６，５５２

 １６，７２０

１１２，２６３

－

７８，８００

５，５２９

３，９７４

△     ７３６

 

 ２１９，７８２

(  １５１，６０２)

４７，４７６

６７，８７２

３１，００４

２，３１６

２，９３１

(     ８４７)

(  ６７，３３２)

５５，９８８

３１８

１，０６８

１０，８５４

△     ８９６

 

[２１，７１９] 

 １２，８４８ 

△ １，７３６ 

５，６７３ 

― 

１０，０２１ 

△   ９２０ 

１０４ 

△   ２９３ 

 

  ８，８７１ 

(   ４４１) 

△   ５２３ 

△ １，１２５ 

△   ７８２ 

２，７８６ 

８６ 

(△   ３９) 

( ８，４６９) 

７，１６４ 

７５ 

２４ 

１，０６１ 

１４３ 

[ ４３２，２２６]

２１１，６５９

１５，９３５

１１５，６７５

２

７３，５３３

３，２６２

３，９８６

△    ７３５

２２０，５６６

( １５６，４４７)

４８，１６１

７０，４７３

３２，７２９

２，１４３

２，９４０

(     ７３９)

(  ６３，３８０)

５２，５３３

３１０

１，０１０

１０，５１７

△    ９９１

資 産 合 計 ４５８，０５４  ４３６，３３５ ２１，７１９ ４３２，２２６
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                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成17年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   一年内償還予定社債 

   未 払 法 人 税 等 

   賞 与 引 当 金 

   そ    の    他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   再評価に係る繰延税金負債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   連 結 調 整 勘 定 

   そ    の    他 

 

   （少数株主持分） 

少数株主持分 

 

（資 本 の 部） 

 資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

 

[ ２８７，３９３]

１８４，０６２

７９，０９２

６９，６４１

３，８５０

４，１７６

６，０７４

２１，２２６

１０３，３３１

２０，０００

６１，７４０

１０，４２２

１，６９４

４，５２５

８１

４，８６６

[  １４，７２２]

 １４，７２２

[ １５５，９３８]

 ３７，１７２

 ２８，５４４

 ７６，７７５

  １，３５６

 １２，４３９

△   ２４４

△   １０５

[ ２７８，３２０]

１７７，１７５

７８，５９８

６３，９５５

３，８５０

４，３３７

５，７１３

２０，７２０

１０１，１４５

２０，０００

６１，８４２

８，０２２

１，６９４

４，４７９

１０４

５，００２

[  １３，７４７]

 １３，７４７

[ １４４，２６７]

 ３７，１７２

 ２８，５４１

 ６８，６３８

  １，３５６

  ９，０５０

△   ４１１

△    ８０

[ ９，０７３] 

  ６，８８７ 

４９３ 

５，６８６ 

― 

△   １６０ 

３６１ 

５０６ 

  ２，１８５ 

― 

△   １０２ 

２，４００ 

― 

４６ 

△    ２２ 

△   １３６ 

 

[   ９７５] 

    ９７５ 

 

[１１，６７０] 

      ― 

      ３ 

  ８，１３６ 

      ― 

  ３，３８８ 

    １６６ 

△    ２４ 

[ ２８０，８４８]

１７３，４４１

７７，７６８

６６，５０８

―

２，８３２

５，１９９

２１，１３２

１０７，４０６

２３，８５０

６６，８５５

３，７９７

３，３４９

４，５７１

１２８

４，８５４

[  １３，０３２]

 １３，０３２

[ １３８，３４５]

 ３７，１７２

 ２８，５３５

 ６１，４７４

  ３，６４２

  ７，９６１

△   ３８４

△    ５６

負債、少数株主持分及び資本合計 ４５８，０５４   ４３６，３３５ ２１，７１９ ４３２，２２６
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   （４）中間連結剰余金計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

前中間連結会計期間

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日 

 

増   減 

前連結会計年度 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日

（資本剰余金の部） 

 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

  自 己 株 式 処 分 差 益 

２８，５４１

３

３

２８，５３５

０

０

 

６ 

３ 

３ 

２８，５３５

６

６

資本剰余金中間期末(期末)残高 ２８，５４４ ２８，５３５ ９ ２８，５４１

（利益剰余金の部） 

 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ６８，６３８ ５５，８７４

 

１２，７６４ ５５，８７４

利 益 剰 余 金 増 加 高 

中間（当期）純利益 

連結子会社増加に伴う増加高 

土地再評価差額金取崩額 

９，６２６

９，６２６

―

―

６，１２０

５，６３７

４８２

―

３，５０６ 

３，９８８ 

△  ４８２ 

― 

１４，１５２

１１，３８５

４８２

２，２８５

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 

１，４８９

１，３０２

１８７

５１９

４３４

８４

９７０ 

８６８ 

１０２ 

 １，３８７

１，３０２

８４

利益剰余金中間期末(期末)残高 ７６，７７５ ６１，４７４ １５，３００ ６８，６３８
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   （５）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                           
                                               （単位：百万円） 

 
 

科         目 

当中間連結会計期間

自平成17年4月  1日

至平成17年9月30日

前中間連結会計期間 

自平成16年4月  1日 

至平成16年9月30日 

前連結会計年度 

自平成16年4月  1日

至平成17年3月31日

[営業活動によるキャッシュ・フロー]    
 税金等調整前中間(当期)純利益

減 価 償 却 費
減 損 損 失
貸倒引当金の増減額(減少:△)
賞与引当金の増減額(減少:△)
退職給付引当金の増減額(減少:△)
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
為 替 差 損 益 ( 差 益 : △ )
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
持分法による投資損益(利益:△)
投資有価証券等売却損益(売却益:△)
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損
有形固定資産売却損益(売却益:△)
有 形 固 定 資 産 除 却 損
売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 : △ )
そ の 他 の 増 減 額

15,875 
7,880 
788 
148 
361 
46 

△    607 
859 

△    83 
△     22 
△   1,092 
△     31 

39 
△     14 

589 
△   5,516 
△   9,895 

396 
△   2,943 

10,309 
8,096 

－ 
△    747 

209 
△    451 
△    530 

1,138 
△    45 
△     26 
△   1,050 
△    194 

31 
△    457 

655 
△   7,809 
△   3,209 

1,427 
268 

19,036 
16,422 

－ 
△    840 

722 
△     544 
△    899 

1,995 
13 

△     50 
△   2,389 
△     470 

103 
1,359 
1,212 

△   4,409 
△   8,508 

2,299 
2,495 

       小        計 6,778 7,613 27,547 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

715 
△     861 
△   3,812 

612 
△   1,117 
△   1,693 

1,000 
△   1,994 
△   3,170 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  2,820 5,414 23,382 
[投資活動によるキャッシュ・フロー]    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
その他の収入又は支出(支出：△)

△    357 
226 
－ 

△   8,099 
152 

△    543 
135 

△     162 
106 

△    228 

△    141 
10 
－ 

△   5,225 
1,285 

△    57 
312 

△     35 
198 

△   1,007 

△    334 
26 
2 

△  11,020 
789 

△     113 
779 

△     171 
335 

△   1,596 

投資活動によるキャッシュ・フロー △   8,769 △   4,659 △  11,303 
[財務活動によるキャッシュ・フロー]    
 短期借入金の純増減額(減少：△)

コマーシャルペーパーの純増減額（減少：△）
長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
社 債 の 償 還 に よ る 支 出
配 当 金 の 支 払 額
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額
その他の収入又は支出(支出：△)

8,254 
－ 

2,400 
△   5,162 

－ 
△   1,297 
△    222 
△     21 

1,940 
12,000 
18,300 

△   5,034 
△   36,393 
△    435 
△    151 
△     10 

△   3,868 
10,000 
17,510 

△   5,979 
△  36,393 
△   1,300 
△    380 
△    26 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,949 △   9,783 △  20,438 

現金及び現金同等物に係る換算差額 129 45 △     17 

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △   1,869 △   8,983 △   8,376 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 16,134 23,927 23,927 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 492 492 

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 91 91 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 14,265 15,528 16,134 
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   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 

    １．連結の範囲および持分法の適用に関する事項 

     (1)連結子会社    ３２社（(株)大同キャスティングス、 フジオーゼックス(株)、(株)ダイドー電子、 

                      大同興業(株)、(株)大同ライフサービス、(株)大同機械製作所、 

                  大同アミスター(株)、日本鍛工(株)、下村特殊精工(株)他） 

     (2)持分法適用関連会社 ８社（日本精線(株)、東北特殊鋼(株)、理研製鋼(株)、王子製鉄(株)他） 

      

 

    ２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

      (株)大同機械製作所他７社の中間決算日は６月30日であり、中間連結決算日との差は３ヵ月以内で 

     あるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を基礎として連結を行っております。 

      ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 

    ３．会計処理基準に関する事項 

     (1)重要な資産の評価基準および評価方法 

       ①有 価 証 券 

         その他有価証券 

          時価のあるもの………主として中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 

                     定しております。) 

          時価のないもの………主として移動平均法による原価法 
なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（証券取引法 
第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規 
定される決算報告日に応じて入手可能な 近の決算書を基礎とし、持分相当 
額を純額で取り込む方法によっております。 

       ②デリバティブ………………時価法 

       ③棚 卸 資 産………………主として総平均法による原価法 

     (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       ①有形固定資産…当社および国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 

              （建物附属設備を除く）は定額法）によっております。 

               ただし、当社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場、一部の国内連結子会社 

               および在外連結子会社は定額法によっております。 

               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                  建物及び構築物   7～60年 

                  機械装置及び運搬具   3～17年 

        ②無形固定資産…定額法によっております。 

               なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 

               いております。 
       ③長期前払費用…均等償却によっております。 
     (3)重要な引当金の計上基準 

       ①貸倒引当金 

         債権の貸倒による損失に備えるため、主として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

        等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

       ②賞与引当金 

         従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支給見込額を計上 

        しております。 
       ③退職給付引当金 
         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
        基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
         数理計算上の差異は、10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用 
        処理しております。 

過去勤務債務は、10年による定額法により按分した額を費用処理しております。 
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     (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

        外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 

       おります。 

                なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、 

       換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

     (5)重要なリース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

     (6)重要なヘッジ会計の方法 

       ①ヘッジ会計の方法 

        金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

       ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

        当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

          ヘッジ手段…………金利スワップ 

          ヘッジ対象…………借入金 

       ③ヘッジ方針 

        金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

       ④ヘッジ有効性評価の方法 

        金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 
     (7)収益の計上基準 
        長期・大型の請負工事(工期1年超・請負金額５億円以上)については、工事進行基準を採用しております。 

（会計方針の変更） 
 工事進行基準を適用する長期大型工事は、従来、工期１年超かつ請負金額10億円以上の工事としており 
ましたが、受注工事の請負金額が従来に比べて小型化しており、今後もその傾向が継続すると見込まれる 
ことから、期間損益計算の一層の適正化を図るため、当中間連結会計期間から、工事進行基準を適用する 
長期大型工事を、工期１年超かつ請負金額５億円以上の工事に変更いたしました。この変更により、従来 
の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の売上高は70百万円、営業利益、経常利益および税金等 
調整前中間純利益は２百万円それぞれ増加しております。 

     (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
       消費税等の会計処理 

        消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

        なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産または流動負債の「その他」に含めて表示 

しております。 
     (9)中間連結財務諸表作成のための重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
        当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する 

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業 

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金等調整前中間純利益は 

795百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し 
ております。 

 

 

 

    ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

       中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能 

      な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヵ月 

      以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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     注記事項 
 
     （中間連結貸借対照表関係） 

 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末  前中間連結会計期間末

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
 １．有形固定資産の減価償却累計額 346,037 342,760  337,869 

 
 ２．有形固定資産から直接控除した 
  圧縮記帳額 

758 690  693 

 
     ３．担保資産および担保付債務 
       担保に供している資産の額 

預 金 7 4  11 
有 形 固 定 資 産 15,014 15,391  16,947 
投 資 有 価 証 券 1,391 1,208  1,238 

計 16,413 16,605  18,197 
 
       担保付債務 

短 期 借 入 金 5,758 6,316  5,148 
社 債 ( １ 年 内 含 む ) 850 850  850 
長 期 借 入 金 3,083 3,467  9,111 
そ の 他 3 11  10 

計 9,695 10,645  15,120 

 

        上記のほか、土地（投資その他の資産「その他」）102百万円を特別目的会社である有限会社タカクラ・ 

ファンディング・コーポレーション（以下借主）の借入金2,547百万円の担保に供しております。 

        借主が借入金返済の期限の利益を喪失した場合など、当社は同債務を借主に代わり、代位弁済すること 

       ができます。代位弁済しない場合には、貸主は上記担保提供資産の所有権を清算金(時価との差額)による 

       清算を伴って移転させることにより同債務を消滅させること(代物弁済)を予約する契約を締結しておりま 

       す。 

        また、借主の借入金8,441百万円(上記2,547百万円を含む)に対して、匿名組合出資金495百万円（「投 

資有価証券」）、その他（投資その他の資産「その他」）175百万円に質権が設定されております。 
 
     ４．偶発債務 

4,031 4,179  4,481 

(3,626) (3,639)  (3,806)

(1)保証債務 
 （ ）は連結会社負担分 
(2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 807 322  289 

      (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により 

       滅失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。 
 

５．受取手形割引高 － －  81 
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     （中間連結損益計算書関係） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
     １．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

運 送 費 6,881 6,490  13,201 
給 与 手 当 及 び 福 利 費 9,765 9,961  21,857 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,338 2,057  2,248 
退 職 給 付 費 用 703 832  1,398 
減 価 償 却 費 303 316  630 

     
 
     ２．減損損失 

当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（事業所

別等）を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルーピングを行ってお

ります。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、個別の資産グループとしております。 

これらの資産グループのうち、近年の継続的な地価の下落等に伴い回収可能価額が低下した事業用資産の

一部および遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（788百万円）

として特別損失に計上しております。その内訳は、土地743百万円、建物及び構築物45百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として不動産鑑定評価額も

しくは固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出した金額により評価しております。 

 
 
 
     （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
      現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表 

      (連結貸借対照表)に掲記されている科目の金額との関係 
 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
現 金 及 び 預 金 勘 定 14,983 15,935  16,720 
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △  718 △  407  △  586 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 14,265 15,528  16,134 
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  セ グ メ ン ト 情 報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

 

   当中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

131,812 

12,179 

25,314

404

51,822

9,700

14,221

1,200

4,861

552

 

7,107 

4,802 

 

235,140 

28,839 

   －

( 28,839)

235,140

   －

計 143,991 25,719 61,523 15,422 5,414 11,910 263,980 ( 28,839) 235,140

  営  業  費  用 135,826 24,561 56,434 14,946 5,030 10,989 247,789 ( 28,840) 218,949

  営  業  利  益 8,164 1,157 5,088 475 383 920 16,190 0 16,191

 

 

   前中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

112,608 

11,690 

25,578

421

44,624

8,682

13,225

241

3,600

450

 

7,593 

4,885 

 

207,231 

26,372 

   －

( 26,372)

207,231

   －

計 124,298 26,000 53,307 13,467 4,051 12,478 233,603 ( 26,372) 207,231

  営  業  費  用 118,609 25,084 50,448 13,197 3,680 11,737 222,758 ( 26,370) 196,388

  営  業  利  益 5,689 916 2,858 269 370 741 10,845 △   1 10,843

 
 

   前連結会計年度（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日）               （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝｸ゙ 新 素 材

流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去また

は全社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  または振替高 

 

231,449 

23,008 

50,740

820

93,002

18,110

30,686

629

8,166

870

 

15,061 

9,388 

 

429,105 

52,828 

 

   －

( 52,828)

 

429,105

   －

計 254,457 51,560 111,112 31,316 9,037 24,449 481,934 ( 52,828) 429,105

  営  業  費  用 244,592 49,548 104,247 30,542 8,324 23,220 460,475 ( 52,825) 407,649

  営  業  利  益 9,865 2,011 6,865 774 712 1,229 21,459 △   2 21,456
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       (注) 1.事業区分の方法 
        当社企業グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 
 
      2.各区分に属する主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

特 殊 鋼 鋼 材

・自動車、産業機械および電気機械向け部品材料、建設用材料、溶接用材料 
・特殊鋼鋼材加工、流通 
・原材料販売 
・運輸、物流 

エレクトロニクス材料・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品（ＯＡ・ＦＡ用ﾓｰﾀｰ、自動車用ﾒｰﾀｰ・ 
 ｾﾝｻｰ、計測機器用部品等） 

 
 
 

自 動 車 部 品 ・
産 業 機 械 部 品

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品（自動車、ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ向け部品等） 
・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機用
 部品等） 
・鋳鋼品（鉄道用ﾏﾝｶﾞﾝﾚｰﾙ、自動車・産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等） 
・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機器用部品、ﾁﾀﾝｺﾞﾙﾌﾍｯﾄﾞ等） 
・製材用帯鋸 
・ｴﾝｼﾞﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾜｯｼｬｰ、薄板ﾊﾞﾈ、圧縮機器、油圧機器、工作機械部品 

 
エンジニアリング

・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設備、環境関連設備（排水・排ｶﾞｽ・廃棄物等の
処理設備）、工作機械等 

・機械設備の保守管理 

新 素 材・粉末製品、ﾁﾀﾝ材料製品、形状記憶合金他 
・開発製品 

 
流 通 ・ サ ー ビ ス

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社製品の販売、福利厚生ｻｰﾋﾞｽ、不動産・保険事業 
・ｺﾞﾙﾌ場経営 
・分析事業、ｿﾌﾄ外販事業 

 
 
 
  ２．所在地別セグメント情報 
 
     全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えて 
    いるため、開示を省略しております。 
 
 
  ３．海外売上高 
 
        当中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 6,603 21,079 1,629 29,312 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 235,140 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
2.8 

％
9.0 

％ 
0.7 

％ 
12.5 

 
        前中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 4,590 14,589 2,212 21,393 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 207,231 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
2.2 

％
7.0 

％ 
1.1 

％
10.3 

 
        前連結会計年度（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日）             （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高 10,614 35,175 4,325 50,115 
Ⅱ.連 結 売 上 高 － － － 429,105 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
2.5 

％
8.2 

％ 
1.0 

％
11.7 

   （注）1.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      2.各区分に属する主な国または地域 
       (1)北    米…………アメリカ、カナダ 
       (2)ア  ジ  ア…………台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 
       (3)その他の地域…………イタリア、イギリス、ドイツほか 
      3.海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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     有価証券関係 
 
     当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 8,214 29,384 21,170 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 8,220 29,390 21,170 

 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 8,740 

②匿名組合出資金 495 

合     計 9,235 
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     前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 
 
 
    １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 7,863 21,613 13,750 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 7,869 21,619 13,750 

 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       (1)満期保有目的の債券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 2 

合     計 2 

 
 
       (2)その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

非 上 場 株 式 8,861 

（店頭売買株式を除く）  

合     計 8,861 
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     前連結会計年度末（平成17年3月31日） 
 
     １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 7,696 23,199 15,502 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 6 6 0 

(3)その他 － － － 

合     計 7,702 23,205 15,502 

 
 
 
     ２．時価評価されていない有価証券 
 
       その他有価証券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 8,879 

②匿名組合出資金 495 

合     計 9,374 
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リース取引関係 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 

デリバティブ取引関係 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 



＜参考資料＞
平成１８年３月期　中間決算発表

１．年間のセグメント別売上高
（単位：百万円、％）

当期売上高 前期売上高 増減額 増減率
中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比 中間対比 通期対比

特 殊 鋼 鋼 材 131,812 267,500 112,608 231,449 19,203 36,051 17.1 15.6

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 材 料 25,314 50,700 25,578 50,740 -264 -40 -1.0 -0.1

自動車・産業機械部品 51,822 107,500 44,624 93,002 7,198 14,498 16.1 15.6

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 14,221 30,000 13,225 30,686 996 -686 7.5 -2.2

新 素 材 4,861 10,600 3,600 8,166 1,261 2,434 35.0 29.8

流 通 ・ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 7,107 13,700 7,593 15,061 -485 -1,361 -6.4 -9.0

計 235,140 480,000 207,231 429,105 27,909 50,895 13.5 11.9

２．要約連結損益計算書
（単位：百万円、％）

当期損益 前期損益 増減額 増減率

中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比 中間対比 通期対比

売 上 高 235,140 480,000 207,231 429,105 27,909 50,895 13.5 11.9

営 業 利 益 16,191 37,000 10,843 21,456 5,347 15,544 49.3 72.4

営 業 外 収 益 2,699 － 2,284 4,520 415 － － －

営 業 外 費 用 1,593 － 1,889 3,346 -296 － － －

経 常 利 益 17,297 38,000 11,237 22,630 6,060 15,370 53.9 67.9

特 別 利 益 89 － 861 1,460 -771 － － －

特 別 損 失 1,511 － 1,789 5,054 -277 － － －

税 引 前 純 利 益 15,875 － 10,309 19,036 5,566 － － －

法 人 税 等 5,193 － 3,570 5,646 1,623 － － －

少 数 株 主 利 益 1,055 － 1,100 2,004 -45 － － －

当 期 純 利 益 9,626 21,000 5,637 11,385 3,988 9,615 70.7 84.5

３．経常利益増減要因
（単位：億円）

増益要因 中間実績 通期予想 減益要因 中間実績 通期予想
１．販売数量増加 　２５ 　６５ １．原材料市況 １７１ ２９９
２．販売価格是正 １８９ ３６２ ２．固定費の増加 　１８ 　４９
３．販売内容改善 　１９ 　５５ ３．営業外損益 　　１
４．コスト削減 　１０ 　２１
５．営業外損益 　　７

計（ａ） ２５０ ５０３ 計（ｂ） １８９ ３４９
差引（ａ）－（ｂ） 　６１ １５４

連　　結
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４．要約連結貸借対照表
（単位：百万円）

当中間期 前期 当中間期 前期
17年9月末 17年3月末 17年9月末 17年3月末

流動資産 229,400 216,552 12,848 負債 287,393 278,320 9,073

現 預 金 14,983 16,720 -1,736 営 業 債 務 79,092 78,598 493

営 業 債 権 117,937 112,263 5,673 有 利 子 負 債 165,232 159,648 5,583

棚 卸 資 産 88,822 78,800 10,021 繰延税金負債 10,422 8,022 2,400

そ の 他 7,657 8,767 -1,109 そ の 他 32,646 32,051 594

固定資産 228,654 219,782 8,871

有形固定資産 152,043 151,602 441 少数株主持分 14,722 13,747 975

無形固定資産 807 847 -39

投資その他の資産 75,802 67,332 8,469 資本 155,938 144,267 11,670

458,054 436,335 21,719 458,054 436,335 21,719

以上

増減

資産合計
負債、少数株主
持分、資本合計

科目 増減 科目

５．要約連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

 A 営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,820 5,414 -2,593

 B 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ -8,769 -4,659 -4,109

 C(A+B) ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ -5,948 754 -6,703

 D 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 3,949 -9,783 13,733

 E(C+D) 現預金増減他 -1,999 -9,029 7,030

増減当中間 前中間

６．設備投資額（計画ベース）および減価償却費

（単位：百万円）

当期 前期 増減額

中間実績 通期予想 中間実績 通期実績 中間対比 通期対比

設 備 投 資 額 12,400 19,700 9,026 13,600 3,374 6,100

減 価 償 却 費 7,841 16,300 8,062 16,328 -220 -28
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